
島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日 (�)

� �

� �

家畜改良増殖法施行細則の一部を改正する規則 （農畜産振興課） �

宅地建物取引業法施行細則 （建 築 住 宅 課） �

� �

農業近代化資金の利子補給率の一部改正 （農 業 経 営 課） ��

企業参入促進資金利子補給金交付要綱の一部改正 （ 〃 ） ��

解除予定保安林 （森 林 整 備 課） ��

保安林予定森林 （ 〃 ） ��

島根県漁業近代化資金等利子補給金交付要綱の一部改正 （水 産 課） ��

島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱の一部改正 （ 〃 ） ��

島根県漁業経営維持安定資金利子補給事業実施要綱の一部改正 （ 〃 ） ��

職場適応訓練委託規則第	条の規定に基づく職場適応訓練実施基準の一部改正 （労 働 政 策 課） ��

道路の供用開始 （道 路 維 持 課） ��

土砂災害警戒区域の指定 （砂 防 課） ��

平成��年度島根県歳入歳出決算 （審 査 課） �


� �

公立大学法人島根県立大学短期大学部の施設・設備総合管理業務の事業予定者選 （総 務 課） ��

定のための提案競技の実施

特定非営利活動法人の設立の認証申請に係る書類の縦覧（�件） （環境生活総務課） �


����

島根県立高等学校通学区域規程の一部を改正する規則 （高 校 教 育 課） ��

県立学校の組織編制に関する規則の一部を改正する規則 （ 〃 ） ��

����

あっせん員候補者の解嘱 ��

あっせん員候補者の委嘱 ��

����������������������������������������������������
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平成��年��月��日 (火)

� ������
(毎週火・金曜日発行)
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◇������������� !�"#$��（規則第�
�号）

� 規則の概要

� 様式を整備することとした。（様式第�号－様式第�
号関係）

� その他規定の整理

� 施行期日

公布の日から施行することとした。

◇%&'()*+�����（規則第�
�号）

� 規則の概要

�����������������������������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�
�
�
�
�
�



島 根 県 報

� �

家畜改良増殖法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	


家畜改良増殖法施行細則の一部を改正する規則

家畜改良増殖法施行細則（昭和��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第	項中「第��条第�項」を「第��条第
項」に改める。

第�条中「第��条第	項」を「第��条」に改める。

第�条を削る。

第
条第	項中「様式第�号」を「様式第�号」に改め、同条第�項中「様式第�号」を「様式第�号」に、「家畜体

外受精卵成績書（様式第
号）」を「家畜体外受精卵生産及び処理成績書（様式第�号）」に、「様式第�号」を「様式

第
号」に改め、同条を第�条とする。

第�条中「昭和��年」を「平成��年」に、「様式第��号」を「様式第�号」に改め、同条を第
条とする。

第��条を第�条とする。

様式第	号中「第��条第	項」を「第��条」に改める。

様式第�号から様式第
号までを次のように改める。

第�����号 平成��年��月��日(�)

� 宅地建物取引業の免許申請書等の提出部数を定めることとした。（第�条関係）

� 宅地建者取引業者名簿を閲覧しようとする者に対して、閲覧を停止し、又は拒否することができること

とした。（第�条関係）

� 宅地建物取引主任者資格登録簿の登録消除の申請について様式を定めることとした。（第��条関係）

� 営業保証金の取戻し公告済届出書について様式を定めることとした。（第��条関係）

� 債権の申出がないことの証明申請書について様式を定めることとした。（第��条関係）

� 申出債権総額証明申請書について様式を定めることとした。（第��条関係）

� 宅地建取引業従業者変更届について様式を定めることとした。（第��条関係）

� 施行期日

公布の日から施行することとした。
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島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日 (�)
�
�
�
�
�
（
第
�
条
関
係
）

年
種
付
成
績
書

注
	
家
畜
の
種
類
は
、
乳
用
牛
、
肉
用
牛
、
馬
及
び
豚
に
区
分
す
る
こ
と
。



実
頭
数
は
、
種
付
け
し
た
頭
数
と
す
る
こ
と
。

�
生
産
成
績
は
、
前
々
年
の
期
間
内
の
種
付
け
に
よ
っ
て
生
産
し
た
頭
数
と
す
る
こ
と
。

�
子
畜
頭
数
に
は
､
早
産
し
、
又
は
生
後
へ
い
死
し
た
産
子
を
含
め
る
こ
と
。



備
考
欄
に
は
、
自
然
交
配
と
人
工
授
精
と
を
区
別
し
、
さ
ら
に
人
工
授
精
に
つ
い
て
は
、
液
状
精
液
と
凍
結
精
液
の
区
別
を
す
る
こ
と
。

�
こ
の
成
績
書
は
、
正
副


部
作
成
し
、
副
は
､
種
付
台
帳
に
は
り
付
け
る
こ
と
。

前
年
種
付

前
々

年
種

付

受
胎

成
績

生
産

成
績

家
畜
の
種
類
実
頭
数
延
頭
数

種
付
実

頭
数 Ａ

(�
��
��
��
)

受
胎
頭

数

Ｂ
(�

��
� �
��

�)

	
回
目

受
胎
頭

数

Ｂ
�



回
目

受
胎
頭

数

Ｂ
�

�
回
目

以
上
受

胎
頭
数

Ｂ
�

流
死
産

頭
数 Ｃ

不
受
胎

頭
数 Ｄ

不
明
頭

数

Ｅ

受
胎
率

Ｂ
Ａ
－
Ｅ

子
畜
頭

数 Ｆ
�Ｇ

�Ｈ

雄 Ｆ

雌 Ｇ

早
産
生

後
へ
い

死

Ｈ

生
産
率

	＋

＋

�

Ａ
－
Ｅ

備
考

頭
頭

頭
頭

頭
頭

頭
頭

頭
頭

％
頭

頭
頭

頭
％



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日(�)
�
�
�
�
�
（
第
�
条
関
係
）

年
度
家
畜
体
内
受
精
卵
採
取
及
び
処
理
成
績
書

注
�
家
畜
の
種
類
は
、
乳
用
牛
、
肉
用
牛
、
馬
及
び
豚
に
区
分
す
る
こ
と
。

	
新
鮮
移
植
個
数
、
保
存
個
数
及
び
廃
棄
個
数
は
、
回
収
卵
個
数
の
内
訳
と
す
る
こ
と
。

家
畜
の
種
類

受
精
卵
採
取
の
た
め
の
子
宮
灌か
ん

流

処
置
実
施
頭
数

回
収
卵
個
数

新
鮮
移
植
個
数

保
存
個
数

廃
棄
個
数

備
考

頭
個

個
個

個



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日 (�)
�
�
�
�
�
（
第
�
条
関
係
）

年
度
家
畜
体
外
受
精
卵
生
産
及
び
処
理
成
績
書

注
	
家
畜
の
種
類
は
、
乳
用
牛
、
肉
用
牛
、
馬
及
び
豚
に
区
分
す
る
こ
と
。



新
鮮
移
植
個
数
、
保
存
個
数
及
び
廃
棄
個
数
は
、
体
外
受
精
使
用
個
数
の
内
訳
と
す
る
こ
と
。

家
畜
の
種
類

卵
子
採
取
頭
数

採
取
卵
子
個
数

体
外
受
精
使
用
個
数

新
鮮
移
植
個
数

保
存
個
数

廃
棄
個
数

備
考

頭
個

個
個

個
個



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日(�)
�
�
�
�
�
（
第
�
条
関
係
）

年
度
家
畜
受
精
卵
移
植
成
績
書

�
家
畜
体
内
受
精
卵

	
家
畜
体
外
受
精
卵

注
�
家
畜
の
種
類
は
、
供
卵
家
畜
と
し
、
乳
用
牛
、
肉
用
牛
、
馬
及
び
豚
に
区
分
す
る
こ
と
。

	
妊
否
不
明
頭
数
に
つ
い
て
は
、
前
年
に
お
い
て
売
却
等
に
よ
り
妊
否
が
不
明
な
も
の
及
び
当
該
年
度
の


月
��
日
ま
で
の
移
植
分
の
う
ち
妊
否
判
定
が
で
き
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。



受
胎
延
頭
数
、
不
受
胎
延
頭
数
及
び
妊
否
不
明
頭
数
は
、
移
植
延
頭
数
の
内
訳
と
す
る
こ
と
。

�
早
産
は
、
分
娩べ
ん 延
頭
数
に
含
む
も
の
と
す
る
こ
と
。



性
別
の
雄
・
雌
に
つ
い
て
は
、
分
娩べ
ん 延
頭
数
の
内
訳
と
す
る
こ
と
。

�
登
録
頭
数
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
家
畜
に
お
い
て
血
統
登
録
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の
頭
数
を
記
入
す
る
こ
と
。

家
畜
の
種
類

移
植
成
績
（
報
告
年
度
分
）

分
娩べ
ん

成
績
（
報
告
年
度
の
前
年
度
分
）

登
録
頭
数

備
考

移
植
延
頭
数

受
胎
延
頭
数

不
受
胎
延
頭
数
妊
否
不
明
頭
数

分
娩べ
ん

延
頭
数

性
別

流
死
産
延
頭
数

雄
雌

頭
頭

頭
頭

頭
頭

頭
頭

頭

家
畜
の
種
類

移
植
成
績
（
報
告
年
度
分
）

分
娩べ
ん

成
績
（
報
告
年
度
の
前
年
度
分
）

登
録
頭
数

備
考

移
植
延
頭
数

受
胎
延
頭
数

不
受
胎
延
頭
数
妊
否
不
明
頭
数

分
娩べ
ん

延
頭
数

性
別

流
死
産
延
頭
数

雄
雌

頭
頭

頭
頭

頭
頭

頭
頭

頭



島 根 県 報

様式第�号を削る。

様式第��号中「（第�条関係）」を「（第�条関係）」に、「第�条の」を「第�条の」に改め、同様式を様式第�号

とする。

� �

この規則は、公布の日から施行する。

宅地建物取引業法施行細則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

�������	
�

宅地建物取引業法施行細則

宅地建物取引業法施行細則（昭和��年島根県規則第��号）の全部を改正する。

（趣旨）

��
 宅地建物取引業法（昭和�	年法律第�	�号。以下「法」という。）の施行に関しては、宅地建物取引業法施行令

（昭和
�年政令第
�
号）、宅地建物取引業法施行規則（昭和
�年建設省令第��号。以下「省令」という。）及び宅地

建物取引業者営業保証金規則（昭和
�年法務省建設省令第�号。以下「営業保証金規則」という。）に定めるもののほ

か、この規則の定めるところによる。

（書類の経由）

��
 法、省令、営業保証金規則又はこの規則の規定により知事に提出すべき書類は、主たる事務所の所在地を管轄す

る支庁長又は県土整備事務所長を経由して提出しなければならない。

（提出すべき書類の部数）

��
 法第
条第�項、省令第�条の�及び省令第�条の�の規定により提出すべき関係書類の部数は、正本�通及び

副本�通とする。

（免許申請書の添付書類）

��
 法第
条第�項の規定による免許申請書には、同条第�項に規定する書類のほか、次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。

� 法第��条第�項に規定する事務所ごとに設置する専任の取引主任者（以下「専任取引主任者」という。）の宅地建

物取引主任者証の写し

� 専任取引主任者がその勤務する事務所において常勤する旨を誓約する書類

� その他知事が必要と認める書類

（変更届出書の添付書類）

��
 法第�条の規定による変更の届出をする者は、その変更が次の各号に掲げる変更に該当する場合は、当該各号に

定める書類を添付しなければならない。

� 専任取引主任者の増員又は交代に係る変更 前条各号に規定する書類

� 前号以外の変更 前条第�号に規定する書類

（名簿等の閲覧）

��
 省令第�条の�第�項に規定する閲覧所の場所は、土木部建築住宅課とする。

� 法第��条の規定により宅地建物取引業者名簿並びに免許の申請及び前条の届出に係る書類又はこれらの写し（以下

「名簿等」という。）を閲覧しようとする者は、知事が別に定める閲覧申込簿に所定の事項を記入しなければならな

い。

� 閲覧時間は、午前�時
�分から午後�時までとする。


 閲覧所の定休日は、島根県の休日を定める条例（平成元年島根県条例第�号）第�条第�項に規定する県の休日とす

第�����号 平成��年��月��日 (	)



島 根 県 報

る。

（閲覧の停止又は拒否）

��� 知事は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、閲覧を停止し、又は拒否することができる。

� 職員の指示に従わない者

� 名簿等をき損し、又はそのおそれがあると認められる者

� 閲覧所において他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれがあると認められる者

（廃業等の届出の添付書類）

��� 法第��条の規定による届出には、当該届出に係る事由を証する書類を添付しなければならない。

（宅地建物取引主任者資格登録簿変更申請の添付書類）

��� 法第��条の規定により変更の登録を申請しようとする者は、その変更が次の各号に掲げる変更に該当する場合

は、当該各号に定める書類を添付しなければならない。

� 氏名又は本籍の変更 戸籍抄本

� 住所の変更 住民票抄本

（死亡等の届出の添付書類）

���� 法第��条の規定による届出をする者が提出すべき書類は、省令第��条の�の�に規定する死亡等届出書のほか、

当該届出に係る事由を証する書類とする。

（宅地建物取引主任者資格登録消除申請の様式）

���� 法第��条第�号の規定による宅地建物取引主任者資格登録消除の申請は、様式第�号により行うものとする。

（営業保証金の取戻しに係る公告済みの届出の様式）

���� 営業保証金規則第�条第	項の規定による届出は、様式第�号により行うものとする。

� 前項の届出には、営業保証金規則第�条第�項に規定する公告を掲載した官報の写しを添付しなければならない。

（債権の申出がないことを証明する申請書の様式）

��	� 営業保証金規則第
条第�項の規定による申請は様式第	号により、同条第�項の規定による申請は様式第�号

により行うものとする。

（従業者の変更届）

��
� 宅地建物取引業者は、省令第�条の�第�項第�号に規定する名簿に記載された従業者に変更があったときは、

その変更を生じた日の翌日から起算して��日以内に様式第�号により知事に届け出なければならない。

� 前項の規定による届出には、省令第�
条の�第�項に規定する従業者名簿の写しを添付しなければならない。

� �

この規則は、公布の日から施行する。

第�����号 平成��年��月��日(�)



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日 (�)

�����（第��条関係）

宅地建物取引主任者資格登録消除申請書

年 月 日

島根県知事 様

申請者
住 所

氏 名 �

宅地建物取引業法第��条の規定により、下記のとおり宅地建物取引主任者資格登録の消除を申請します。

記

氏 名

住 所

〒（ － ）

生 年 月 日 年 月 日

登 録 番 号 島根県知事 第 号

登 録 年 月 日 年 月 日

理 由



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日(��)

�����（第��条関係）

営業保証金取戻し公告済届出書

年 月 日

島根県知事 様

届出者
住 所

氏 名 �

宅地建物取引業者営業保証金規則第�条（第	項・第
項）の規定により営業保証金取戻しの公告をしましたので、

同条第�項の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

（注） 	 ※	には､ 宅地建物取引業者営業保証金規則第�条第	項の規定に基づき公告を行ったときは、届

出者との関係を除き、廃業日の状況を記入すること。


 ※
には､ 宅地建物取引業者営業保証金規則第�条第	項の規定に基づき公告を行ったときは廃業

年月日を、同条第
項の規定に基づき公告を行ったときは従たる事務所の廃止年月日をそれぞれ記入

すること。

宅
地
建
物
取
引
業
者

（※�）

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

登 録 番 号 島根県知事（ ）第 号

主たる事務所の所在地

届 出 者 と の 関 係
本 人 相続人 清算人 破産管財人 債権者

その他（ ）

官 報 公 告 年 月 日 第 号

廃業（廃止）年月日（※�） 年 月 日

廃 止 し た 従 た る 事 務 所

所 在 地

名 称



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日 (��)

�����（第��条関係）

債権の申出がないことの証明申請書

年 月 日

島根県知事 様

申請者
住 所

氏 名 �

宅地建物取引業者営業保証金規則第�条第	項の規定により、下記の者に係る同規則第
条（第	項・第�項）第

�号の申出がなかったことを証明願います。

記

（注） 	 ※	には､ 宅地建物取引業者営業保証金規則第
条第	項の規定に基づき公告を行ったときは、届

出者との関係を除き、廃業日の状況を記入すること。

� ※�には､ 宅地建物取引業者営業保証金規則第
条第�項第�号の申出がなかったことの証明申請

のときのみ記入すること。

宅
地
建
物
取
引
業
者

（※�）

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

登 録 番 号 島根県知事（ ）第 号

主たる事務所の所在地

届 出 者 と の 関 係
本 人 相続人 清算人 破産管財人 債権者

その他（ ）

廃止した従たる事務所（※�）

所在地

名 称



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日(��)

�����（第��条関係）

申出債権総額証明申請書

年 月 日

島根県知事 様

申請者
住 所

氏 名 �

宅地建物取引業者営業保証金規則第�条第	項の規定により、下記の者に係る同規則第
条（第�項・第	項）第

�号の申出に係る債権の総額について証明願います。

記

（注） � ※�には､ 宅地建物取引業者営業保証金規則第
条第�項の規定に基づき公告を行ったときは、届

出者との関係を除き、廃業日の状況を記入すること。

	 ※	には､ 宅地建物取引業者営業保証金規則第
条第	項第�号の申出に係る証明申請のときのみ

記入すること。

宅
地
建
物
取
引
業
者

（※�）

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

登 録 番 号 島根県知事（ ）第 号

主たる事務所の所在地

届 出 者 と の 関 係
本 人 相続人 清算人 破産管財人 債権者

その他（ ）

廃止した従たる事務所（※�）

所在地

名 称

申 出 の あ っ た 債 権 総 額 円



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日 (��)

�����（第��条関係）

宅地建物取引業従業者変更届

年 月 日

島根県知事 様

免許証番号 島根県知事（ ）第 号

商号又は名称

代表者氏名 �

事務所所在地

下記のとおり従業者に変更がありましたので、宅地建物取引業法施行細則第��条の規定により届け出ます。

記

就 ･退
の 別

変 更
年月日

事務所名 氏 名 性別 生年月日
宅地建物取
引主任者資
格登録番号

従業者
番 号

業務内容 備 考
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� �

���������	


農業近代化資金の利子補給率（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正し、平成��年��月��日から適用

する。

平成��年��月��日前に島根県農業近代化資金の利子補給に関する規則（昭和��年島根県規則第�号）第	条の規定によ

り利子補給の承認を受けている農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成��年��月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

表中「年���パーセント」を「年��

パーセント」に改める。

����������


企業参入促進資金利子補給金交付要綱（平成�
年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年��月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

別表貸付条件の欄中「年���パーセント」を「年���パーセント」に改める。

� 


� この告示は、平成��年��月�
日から施行する。

� この告示による改正後の企業参入促進資金利子補給金交付要綱別表の規定（貸付利率に係る部分に限る。）は、平成

��年��月��日以後に貸し付けられる企業参入促進資金について適用し、同日前に貸し付けられた企業参入促進資金につ

いては、なお従前の例による。

����������


次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和�
年法律第���号）第��条の規定により告示

する。

平成��年��月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

� 解除予定保安林の所在場所

雲南市吉田町吉田字菅谷����－�（国有林）、����－�（国有林。次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 解除の理由

道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を島根県庁及び雲南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

����������


次の森林を保安林予定森林としたから、森林法（昭和�
年法律第���号）第��条の�第�項の規定により告示する。

平成��年��月�
日

第�����号 平成��年��月�
日(��)



島 根 県 報

島根県知事 澄 田 信 義

� 保安林予定森林の所在場所

安来市広瀬町布部����、����－��、����－��、����－��、����－��

	 指定の目的

土砂の崩壊の防備


 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び安来市役所に備え置いて縦覧に供する。）

���������	


島根県漁業近代化資金等利子補給金交付要綱（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

別表第	中

第�
���号 平成��年��月��日 (��)

｢

を

｣

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年����％ 年����％

年���％ 年���％ 年���％ 年���％ 年���％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年���％ 年���％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年���％ 年���％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年����％ 年����％

年����％ 年����％ 年����％ 年����％ 年����％

― ― 年����％ 年���％ 年���％

年����％ 年����％ 年����％ 年���％ 年���％



島 根 県 報

める。

� �

� この告示は、平成��年��月��日から施行する。

� この告示による改正後の島根県漁業近代化資金等利子補給金交付要綱の規定は、平成��年��月��日以後に貸し付けら

れた別表第�の左欄に掲げる資金（以下「島根県漁業近代化資金等」という。）について適用し、同日前に貸し付けら

れた島根県漁業近代化資金等については、なお従前の例による。

������		
��

島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� �

第�	�
�号 平成��年��月��日(��)

｢

に改

｣

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年����％ 年����％

年���％ 年��
％ 年���％ 年���％ 年��
％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年����％ 年����％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年����％ 年����％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年����％ 年����％

年����％ 年����％ 年����％ 年����％ 年����％

― ― 年����％ 年����％ 年����％

年����％ 年����％ 年����％ 年����％ 年����％

別表中

｢

｣

を

｢

｣

に改める｡

年���％以内

年��
�％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年��
％以内

年����％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内
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� この告示は、平成��年��月��日から施行する。

� この告示による改正後の島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱の規定は、平成��年��月��日以後に貸し付けら

れた島根県漁業近代化資金について適用し、同日前に貸し付けられた島根県漁業近代化資金については、なお従前の例

による。

���������	


島根県漁業経営維持安定資金利子補給事業実施要綱（平成��年島根県告示第��	号）の一部を次のように改正する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第
条第�号中「��	パーセント」を「���パーセント」に改める。

� �

� この告示は、平成��年��月��日から施行する。

� この告示による改正後の島根県漁業経営維持安定資金利子補給事業実施要綱の規定は、平成��年��月��日以後に貸し

付けられた島根県漁業経営維持安定資金について適用し、同日前に貸し付けられた島根県漁業経営維持安定資金につい

ては、なお従前の例による。

����������


職場適応訓練委託規則第�条の規定に基づく職場適応訓練実施基準（昭和
�年島根県告示第�	号）の一部を次のように

改める。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�条第�号中「資本」を「資本金」に、「�億円」を「�億円」に、「雇用する」を「使用する」に改め、「小売

業、飲食店又はサービス業」を「小売店又は飲食店」に、「�����万円」を「�����万円」に改め、「��人以下」の次に

「、サービス業を主たる事業とする事業主については資本金の額又は出資の総額が�����万円以下又は常時使用する従業

員の数が���人以下」を加え、「�����万円」を「�億円」に改める。

� �

この告示は、平成��年��月��日から施行する。

���������



道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第���
�号 平成��年��月��日 (��)

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する地
方機関の名
称

備 考

県 道
玉湯吾妻山
線

雲南市大東町遠所���番�地先から同	�

番�地先まで

メートル

�����

平成��年
��月��日

雲南県土整
備事務所
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���������	


土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成��年法律第��号）第�条第�項の規定によ

り、次に掲げる土地の区域を土砂災害警戒区域として指定するので、同条第�項の規定により告示する。

平成��年��月�	日

島根県知事 澄 田 信 義

� 土砂災害警戒区域を指定する市町村の名称

益田市


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及び土砂災害警戒区域の名称

� 急傾斜地の崩壊

赤雁町下組Ａ、赤雁町下組Ｂ、赤雁町中郷Ａ、赤雁町中郷Ｂ、赤雁町中郷Ｃ、赤雁町宮組Ａ、赤雁町宮組Ｂ、赤雁

町宮組Ｃ、朝倉上Ａ、朝倉上郷、朝倉上郷口、朝倉郷Ａ、朝倉郷Ｂ、朝倉郷Ｃ、朝倉中郷Ａ、朝倉中郷Ｂ、有田Ａ、

有田Ｂ、有田Ｃ、有田Ｄ、有田Ｅ、有田Ｆ、有田Ｇ、有田Ｈ、有田Ｉ、有田清水Ａ、有田清水Ｂ、有田清水Ｃ、有田

清水Ｄ、有田町本郷Ｂ、有田町本郷Ｃ、飯浦Ａ、飯浦Ｂ、飯浦Ｃ、飯浦駅、飯浦港、飯浦港西、飯浦港南、飯浦本

町、板井川郷組、植松西、後溢Ｄ、宇津川本郷、生角、馬の谷Ａ、馬の谷Ｂ、馬の谷Ｃ、大神楽Ａ、大神楽Ｂ、大神

楽Ｃ、大神楽Ｄ、大神楽Ｅ、大神楽Ｆ、大草上Ａ、大草上Ｂ、大草上Ｃ、大下Ａ、大下Ｂ、大田又Ａ、大田又Ｂ、大

田又Ｃ、大田又Ｄ、大中Ａ、大中Ｂ、大中Ｃ、大中Ｄ、大中Ｅ、大中Ｆ、乙子町上組Ａ、乙子町上組Ｂ、乙子町下組

Ａ、乙子町下組Ｂ、乙子町下組Ｃ、乙子町下組Ｄ、乙子町下組Ｅ、乙子町下組Ｆ、乙子町下組Ｇ、乙子町宮組Ａ、乙

子町宮組Ｂ、乙子町宮組Ｃ、小野溢Ａ、小野溢Ｂ、小野溢Ｃ、小野溢Ｄ、小野溢Ｅ、嵩Ａ、嵩Ｂ、笠Ａ、笠Ｂ、笠

Ｃ、笠Ｄ、金谷Ａ、金谷Ｂ、金谷Ｃ、金谷Ｄ、金谷Ｅ、金谷Ｆ、金谷Ｇ、金谷Ｈ、上組Ａ、上組Ｂ、上組Ｃ、上城九

郎、上西Ａ、上西Ｂ、上西Ｃ、上西Ｄ、上東Ａ、上東Ｂ、川西Ｃ、川東、観月Ａ、観月Ｂ、観月Ｃ、観月Ｄ、喜阿弥

Ａ、喜阿弥Ｂ、喜阿弥Ｃ、喜阿弥Ｄ、喜阿弥港西、喜阿弥町郷Ａ、喜阿弥町郷Ｂ、喜阿弥町郷Ｃ、喜阿弥町郷Ｄ、喜

阿弥町郷Ｅ、北仙道公民館、久原郷Ａ、久原郷Ｂ、久原郷Ｃ、久原郷Ｄ、久原郷Ｅ、久原郷Ｆ、久原中郷、久保坂、

熊子Ａ、熊子Ｂ、熊子Ｃ、熊子Ｄ、熊子Ｅ、郷、光雲坊Ｂ、光雲坊Ｃ、光雲坊Ｄ、郷組Ａ、郷組Ｂ、郷組Ｃ、郷組

Ｄ、郷組Ｅ、郷下、河内Ａ、河内Ｂ、河内Ｃ、河内Ｄ、河内Ｅ、河内Ｆ、河内Ｇ、河内Ｈ、河内Ｉ、河内Ｊ、河内

Ｋ、河内Ｌ、郷西Ａ、小田又Ｂ、小田又Ｃ、小浜Ａ、小浜Ｂ、小浜Ｃ、小浜Ｄ、小浜漁港Ａ、小浜漁港Ｂ、小原Ａ、

小原Ｂ、小原郷Ａ、小原郷Ｂ、酒屋原、笹倉郷Ａ、笹倉郷Ｂ、笹倉団地、笹見谷Ａ、笹見谷Ｂ、清水Ａ、清水Ｂ、下

組、下城九郎Ａ、下城九郎Ｂ、下都茂Ａ、下都茂Ｂ、下都茂Ｃ、下都茂Ｄ、下都茂Ｅ、下山、蛇ノ久保Ａ、蛇ノ久保

Ｂ、蛇ノ久保Ｃ、蛇ノ久保Ｄ、蛇ノ久保Ｅ、城九郎上Ａ、城九郎上Ｂ、城九郎上Ｃ、城九郎上Ｄ、城九郎上Ｅ、城九

郎上Ｆ、城九郎上Ｇ、城九郎上Ｈ、城九郎下、城平Ａ、城平Ｂ、炭釜、仙道、仙道上Ａ、仙道上Ｂ、仙道郷Ａ、仙道

郷Ｂ、竹ノ原、棚ヶ峠、田原Ａ、田原Ｂ、茶ノ木Ａ、茶ノ木Ｂ、茶屋ヶ曽根Ａ、茶屋ヶ曽根Ｂ、通寺、辻山Ａ、辻山

Ｂ、堤郷Ａ、堤郷Ｂ、葛龍、葛龍下、葛龍東、都茂上Ａ・丸茂郷Ｋ、都茂上Ｂ、都茂上Ｃ、都茂上Ｄ、都茂上Ｅ、都

茂上Ｆ、都茂上Ｇ、都茂上Ｈ、都茂上Ｉ・小田又Ａ、都茂郷Ａ、都茂郷Ｂ、堂ヶ原Ａ、堂ヶ原Ｂ、堂ヶ原Ｃ、堂ヶ原

Ｄ、戸田Ａ、戸田Ｂ、戸田Ｃ、戸田Ｄ、戸田Ｅ、戸田小浜Ａ、戸田小浜Ｂ、戸田小浜Ｃ、中組Ａ、長谷Ａ、長谷Ｂ、

長谷Ｃ、長谷Ｄ、長谷Ｅ、長谷Ｆ、長橋Ａ、長橋Ｂ、夏山、夏山口、滑Ａ、滑Ｂ、滑Ｃ、滑Ｄ、滑Ｅ、滑Ｆ、滑Ｇ、

滑Ｈ、滑Ｉ、滑Ｊ、滑Ｋ、滑Ｌ、滑Ｍ、西郷、西迫Ａ、西迫Ｂ、西迫Ｃ、西迫Ｄ、西谷Ａ、西谷Ｂ、西谷Ｃ、西谷

Ｄ、萩原Ａ、萩原Ｂ、萩原Ｃ、萩原Ｄ、東上Ａ、東上Ｂ、東下Ａ、東下Ｂ、檜谷、日原Ａ、日原Ｂ、日原Ｃ、日原

Ｄ、日原Ｅ、日原Ｆ、日原Ｇ、二ツ倉、札場、二見Ａ、二見Ｂ、二見Ｃ、堀河Ａ、堀河Ｂ、堀河Ｃ、堀河Ｄ、堀越二

反田Ａ、堀越二反田Ｂ、堀越二反田Ｃ、堀越二反田Ｄ、堀越二反田Ｅ、丸茂郷Ｃ、丸茂郷Ｅ、丸茂郷Ｆ、丸茂郷Ｇ、

丸茂郷Ｈ、丸茂郷Ｉ、丸茂郷Ｊ、丸茂下、右田原Ａ、右田原Ｂ、三谷、三谷上Ａ、三谷上Ｂ、三谷下Ａ、三谷下Ｂ、

三谷下Ｃ、三谷中Ａ、三谷中Ｂ、三谷中Ｃ、みと自然の森、美都町後溢Ａ、美都町後溢Ｂ、美都町後溢Ｃ、美都町川

西Ａ、美都町川西Ｂ、美都町中倉Ａ、美都町中倉Ｂ、美都町中倉Ｃ、美都町中倉Ｄ、美都町中倉Ｅ、美都町中倉Ｆ、

第�����号 平成��年��月�	日(��)
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美都町本郷Ａ、美都町本郷Ｂ、美都町山本、美濃地町本郷Ａ、美濃地町本郷Ｂ、美濃地町本郷Ｃ、美濃地町本郷Ｄ、

美濃地町本郷Ｅ、美濃地町本郷Ｆ、美濃地町本郷Ｇ、美濃地町本郷Ｈ、美濃地町本郷Ｉ、美濃地町本郷Ｊ、美濃地町

本郷Ｋ、美濃地町本郷Ｌ、美濃地町本郷Ｍ、美濃地町本郷Ｎ、宮Ａ、宮Ｂ、宮Ｃ、宮ヶ谷Ａ、宮坂Ａ、宮坂Ｂ、宮

田、宮ノ原Ａ、宮ノ原Ｂ、宮ノ原Ｃ、宮ノ原Ｄ、宮ノ原Ｅ、宮ノ原Ｆ、宮ノ原Ｇ、宮ノ原Ｈ、明正寺谷Ａ、明正寺谷

Ｂ、本郷Ｈ、本郷Ｉ、本郷Ｊ、弥ヶ迫、八坂Ａ、八坂Ｂ、屋敷平、山郡Ａ、山郡Ｂ、養老谷Ａ、養老谷Ｂ、養老谷

Ｃ、横見Ａ、横見Ｂ、横見Ｃ、若杉Ａ、若杉Ｂ、若杉Ｃ、若杉Ｄ、

� 土石流

赤雁町中郷、赤雁町中郷Ａ、朝倉上郷Ａノ谷、朝倉上郷Ｂノ谷、朝倉上郷Ｃノ谷、朝倉上郷Ｄノ谷、朝倉郷、朝倉

下、朝倉下ノ谷、朝倉中郷Ａノ谷、朝倉中郷Ｂノ谷、朝倉中郷Ｃノ谷、朝倉中郷Ｄノ谷、有田Ａ、有田Ｂ、有田Ｃ、

有田Ｄ、有田Ｅ、有田Ｆ、有田Ｇ、有田Ｈ、有田Ｉ、有田Ｊ、有田Ｋ、有田Ｌ、有田Ｍ、有田Ｑ、有田Ｒ、有田清水

Ａ、有田清水Ｂ、有田清水Ｃ、庵床Ａ、庵床Ｂ、飯浦Ａ、飯浦Ｂ、飯浦駅Ａ、飯浦駅Ｂ、飯浦駅Ｃ、飯浦駅Ｄ、飯浦

駅Ｅ、飯浦駅Ｆ、後溢Ａノ谷、後溢Ｂノ谷、後溢Ｃノ谷、後溢Ｄノ谷、内ノ上川、生角川Ａ、生角川Ｂ、馬ノ谷Ａ、

馬ノ谷Ｂ、大草上組Ａ、大草上組Ｂ、大草郷Ａ、大草郷Ｂ、大草東上Ａ、大草東上Ｂ、大田又Ａノ谷、大田又Ｂノ

谷、大中谷、大藪、奥溢、奥田、小野Ｇ、小野溢Ａ、小野溢Ｂ、小野溢Ｃ、小野溢Ｄ、柿ノ木原Ａ、柿ノ木原Ｂ、金

谷Ａノ谷、金谷Ｂノ谷、金谷Ｃノ谷、金谷Ｄノ谷、金谷Ｅノ谷、金谷Ｆノ谷、金谷Ｇノ谷、金谷Ｈノ谷、金谷Ｉノ

谷、金谷Ｊノ谷、上組、上組Ａ、上組Ｂ、上城九郎、川西Ａノ谷、観月Ａノ谷、観月Ｂノ谷、観月Ｃノ谷、観月Ｄノ

谷、観月Ｅノ谷、葛根藪Ａノ谷、葛根藪川Ａ、葛根藪川Ｂ、喜阿弥Ａ、喜阿弥Ｂ、喜阿弥Ｃ、木部町長谷Ａ、久原郷

Ａノ谷、久原郷Ｂノ谷、久原郷Ｃノ谷、久原郷Ｄノ谷、久原郷Ｅノ谷、久原郷Ｆノ谷、久原郷谷、久原郷向平、久原

中郷谷、久保坂Ａノ谷、久保坂Ｂノ谷、熊子Ａノ谷、熊子Ｂノ谷、熊子Ｃノ谷、熊子川、光雲坊Ａノ谷、光雲坊Ｂノ

谷、光雲坊Ｃノ谷、光雲坊Ｄノ谷、光雲坊Ｅノ谷、郷川Ａ、郷川Ｂ、郷川Ｃ、郷川Ｄ、郷組Ａノ谷、郷組Ｂノ谷、郷

組Ｃノ谷、郷組Ｄノ谷、郷組Ｅノ谷、郷組Ｆノ谷、郷組谷、河内Ａ、河内Ｂ、河内Ｃ、河内Ｄ、河内Ｅ、河内Ｆ、河

内Ｇ、河内Ｈ、河内Ｉ、河内Ｊ、河内Ｋ、河内Ｌ、河内Ｍ、河内Ｎ、河内Ｏ、河内Ｐ、郷西、郷の森川、公民館Ａ、

公民館Ｂ、ゴゼガタオ、小田又Ａノ谷、小田又Ｂノ谷、小田又Ｃノ谷、小田又Ｄノ谷、小田又Ｅノ谷、小田又Ｆノ

谷、小田又Ｇノ谷、小浜、小原郷Ａノ谷、小原郷Ｂノ谷、小原郷Ｃノ谷、才ノ峠Ａ、才ノ峠Ｂ、坂本、笹倉川、笹倉

郷Ａノ谷、笹倉郷Ｂノ谷、笹倉郷Ｃノ谷、笹倉郷Ｄノ谷、笹倉郷Ｅノ谷、笹倉郷Ｆノ谷、笹倉郷Ｇノ谷、笹見谷Ａ、

笹見谷Ｂ、笹見谷Ｃ、笹見谷Ｄ、笹見谷Ｅ、笹見谷Ｆ、芝溢川、下組Ａ、下組Ｂ、下組Ｃ、下組Ｄ、下城九郎Ａ、下

城九郎Ｂ、下城九郎Ｃ、下都茂Ａノ谷、下都茂Ｂノ谷、下都茂Ｃノ谷、蛇ノ久保Ａノ谷、蛇ノ久保Ｂノ谷、蛇ノ久保

Ｃノ谷、城九郎上Ａ、城九郎上Ｂ、城九郎上Ｃ、城九郎上Ｄ、城九郎上Ｅ、城九郎下Ａ、城九郎下Ｂ、城平Ａ、城平

Ｂ、正万寺Ａノ谷、正万寺下Ａ、正万寺下Ｂ、白谷川、新中倉川Ａ、新部、炭釜溢、仙道下Ａノ谷、仙道下Ｂノ谷、

仙道下Ｃノ谷、仙道下Ｄノ谷、仙道下Ｅノ谷、仙道谷Ａ、仙道谷Ｂ、大智寺溢、田殿川Ａ、田殿川Ｂ、田殿川Ａノ

谷、田殿川Ｂノ谷、田殿川Ｃノ谷、田原谷、田原川Ａ、田原川Ｂ、田屋川、茶ノ木Ａノ谷、茶ノ木Ｂノ谷、通寺川、

辻山Ａ、辻山Ｂ、辻山Ｃ、辻山Ｄ、堤郷、葛篭Ａノ谷、葛篭Ｂノ谷、葛篭Ｃノ谷、都茂上Ｂノ谷、都茂上Ｃノ谷、都

茂上Ｄノ谷、都茂上Ｅノ谷、都茂上Ｆノ谷、都茂上Ｇノ谷、都茂上Ｈノ谷、都茂上Ｉノ谷、都茂上Ｊノ谷、寺溢、天

神川、堂ヶ原谷Ａ、堂ヶ原谷Ｂ、戸田Ａ、戸田Ｂ、中尾橋、中倉Ａノ谷、中倉Ｃノ谷、中倉川、長谷Ｃ、長谷Ｄ、長

谷Ｅ、長谷Ｆ、中ノ谷Ａノ谷、中ノ谷Ｂノ谷、中ノ谷Ｃノ谷、中ノ谷Ｄノ谷、長橋Ａノ谷、長橋Ｂノ谷、滑Ａ、滑

Ｂ、滑Ｃ、滑Ｄ、滑Ｅ、滑Ｆ、滑Ｇ、西浦港、西浦港西、西浦港南Ａ、西浦港南Ｂ、西ヶ溢Ａノ谷、西迫、西谷Ａ、

西谷Ｂ、西谷Ｃ、西谷Ｄ、西田屋溢、萩原、浜井場、東下Ａ、東下Ｂ、日原Ａ、日原Ｂ、日原Ｃ、日原Ｄ、日原Ｅ、

日原下Ａ、日原下Ｂ、日原下Ｃ、日原下Ｄ、平田屋、二ツ倉Ａノ谷、二ツ倉Ｂノ谷、二見Ａ、二見Ｂ、二見Ｃ、二見

Ｄ、法戸庵、堀河Ｃノ谷、堀河Ｄノ谷、堀河Ｅノ谷、堀越二反田、本溢川Ａノ谷、本郷Ａノ谷、本郷Ｂノ谷、本郷Ｃ

ノ谷、丸茂川、丸茂郷Ａノ谷、丸茂郷Ｂノ谷、丸茂郷Ｃノ谷、丸茂郷Ｄノ谷、丸茂郷Ｅノ谷、丸茂郷下ノ谷、丸茂西

郷Ａノ谷、丸茂西郷Ｂノ谷、宮ノ原Ａノ谷、三谷上Ａノ谷、三谷上Ｂノ谷、三谷上Ｃノ谷、三谷上Ｅノ谷、三谷上Ｆ

ノ谷、三谷上Ｇノ谷、三谷上Ｈノ谷、三谷上Ｉノ谷、三谷上Ｊノ谷、三谷下Ａノ谷、三谷下Ｂノ谷、三谷下Ｃノ谷、

三谷下Ｄノ谷、三谷下Ｅノ谷、三谷中Ａノ谷、三谷中Ｂノ谷、美濃地町本郷Ａ、美濃地町本郷Ｂ、美濃地町本郷Ｃ、
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美濃地町本郷Ｄ、美濃地町本郷Ｅ、美濃地町本郷Ｆ、美濃地町本郷Ｇ、美濃地町本郷Ｈ、美濃地町本郷Ｉ、美濃地町

本郷Ｊ、美濃地町本郷Ｋ、美濃地町本郷Ｌ、宮Ａ、宮Ｂ、宮Ｃ、宮組、明正寺谷ノ谷、本郷Ｅ、本郷Ｆ、本郷Ｇ、本

郷Ｈ、元田屋川、弥ヶ迫、八坂、山折町長谷Ｂ、養老谷Ａ、養老谷Ｂ、横見、若杉Ａノ谷、若杉Ｂノ谷、若杉Ｃノ谷

� 指定の区域

別図に示す区域（「別図」は省略し、島根県益田県土整備事務所及び益田市役所において一般の縦覧に供する。）

���������	


地方自治法（昭和��年法律第��号）第���条第�項の規定により、平成��年��月�	日に島根県議会で認定された平成��

年度島根県歳入歳出決算及び監査委員の意見を次のとおり公表する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

平 成 ��年 度 島 根 県 歳 入 歳 出 決 算

��
� （単位：円）

第�
���号 平成��年��月��日(��)

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額

� � � �����	�������� � � 
 � �����������

� 県 民 税 ��
���
���
�	
 � 議 会 費 
	�
�	�
�	�

� 事 業 税 ��
���
��	
�	� � � � � ��������������

� 地方消費税 �
���
���
�	� � 総務管理費 ��
	��


�
�
�

� 不動産取得税 �
���
���
�
� � 企 画 費 �

�

���
�
�

	 県たばこ税 �
��	
���
��� � 徴 税 費 �
		

���
���

�
ゴ ル フ 場
利 用 税

�
�
���

�� � 市町村振興費 �


	
��	
���

� 自 動 車 税 

�
�
��	
��� 	 選 挙 費 ��

�	

���

� 鉱 区 税 �
���

�� � 防 災 費 �
���
���
���

�� 自動車取得税 �
���
	��

�� � 統計調査費 ���
���
���

�� 軽油引取税 �
�
	
�	�
��� � 人事委員会費 ��	
���
���

�� 狩 猟 税 ��
���
��� 
 監査委員費 ���
��	

��

�� 核 燃 料 税 ���

��

�� 	 � � � 	������������	

�	
産業廃棄物
減 量 税


	
���
��� � 社会福祉費 ��
���

��
���

�� 旧法による税 ���
	
� � 児童福祉費 �
���
���
	
	

�
�� ��

! " #
�����������	�� � 生活保護費 �
�	�
���
���
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�
地方消費税
清 算 金

�������������� � 災害救助費 ��������	

� ����� ��	

��	
���� 
 � � � �	���
��������

� 所得譲与税 ������
������ � 公衆衛生費 �������	�
�			

�
地 方 道 路
譲 与 税

�������	����� � 環境衛生費 ��	�	������

�
石 油 ガ ス
譲 与 税

����������� � 保 健 所 費 ��
���	

��	�

�
航空機燃料
譲 与 税

���		����� � 医 薬 費 ��
����	�����



� � � �

� � �
��
����

���� � 環 境 費 ��	����������

�
地 方 特 例
交 付 金

������������� � 病 院 費 ���	����	����

� ����� 	

��

�	������ � � � � 	�
�
�������


� 地方交付税 ����������
���� � 労 政 費 	
��	�	����

�
������

� ���
�����
����� � 職業訓練費 
���		���
�

�
交通安全対策
特別交付金

����������� � 労働委員会費 ��������
��

�
!"�#$

% " �
����������


 � &'()*� ����
������
��

� 分 担 金 �	��������	 � 農 業 費 ��������
��
�

� 負 担 金 ������������� � 畜 産 業 費 �������������



+,-#$

. / -
���
��	������ � 農 地 費 ������������
�

� 使 用 料 ����
�����	�� � 林 業 費 �������
���
��

� 手 数 料 �����������	� � 水 産 業 費 ���

�������


� 0123� 	���
�
�
����
� � 4 5 � �����������	�


� 国庫負担金 ���������	�
�� � 商 業 費 ���

��	������

� 国庫補助金 	���	��������� � 工鉱業振興費 ������		�����

� 委 託 金 ����������	�
 � 観 光 費 ��
�	�
����

	� 6 ) 7 8 ��������	��
� 
 9 : � 	���
���	���
��

� 財産運用収入 ����������	�
 � 土木管理費 ����
���������

� 財産売払収入 ���
���
����� � 道路橋梁費 �	�	
����
���


		 ; < � ���
����� � 河川海岸費 ���
	
������
�

� 寄 附 金 ����
���� � 港 湾 費 ���

������
�

	� = 8 � 	
��
	�������� � 都市計画費 ��

������	��



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日(��)

�
特 別 会 計
繰 入 金

����������		
 � 住 宅 費 ��������
����

� 基金繰入金 �����������	�	 � � � � ���������	��
�

�	 � 
 � ����
��
����	 � 警察管理費 �
���������	
�

� 繰 越 金 ����������	�� � 警察活動費 ������	������

�� � � � ���
���������� �� � � � ��������	�
����

�
延滞金・加算
金及び過料

������	���	 � 教育総務費 ����
����
����

� 県預金利子 ����
����	 � 小 学 校 費 ��������������

�
公営企業貸付
金元利収入

	������ � 中 学 校 費 ��������	��	�


�
貸 付 金
元 利 収 入

�������
���


 � 高等学校費 ��������������

� 受託事業収入 ����������
 � 特殊学校費 	���������
	�

� 収益事業収入 ����	�	������ � 大 学 費 ������		�����

	
利子割精算金
収 入

���		�	�� 	 社会教育費 �������������

� 雑 入 ��
�������	�� � 保健体育費 	�����	����

�
 � � ���	���������� 
 教育文化費 �������������

� 県 債 �
������������ �� ����� 	������������

�
農林水産施設
災害復旧費

���	���������

�
公共土木施設
災害復旧費

�������		���	

�� � � � ���������
�����

� 公 債 費 ����
�
�	�
�
	


�	 � � � � �������
������

�
普 通 財 産
取 得 費

	�������
���


�
ゴ ル フ 場
利用税交付金

�����	�����

�
自動車取得税
交 付 金

���
���������

�
公 営 企 業
貸 付 金

����
�����

�
公 営 企 業
補 助 金

��	��������

	
公 営 企 業
出 資 金

�����������

� 利子割交付金 ����
������


 利子割精算金 ��	���




島 根 県 報

����

島 根 県 用 品 調 達 等 特 別 会 計

島 根 県 証 紙 特 別 会 計

第�����号 平成��年��月��日 (��)

��
地方消費税
交 付 金

��	�	��	
�			

��
地方消費税
清 算 金

�������
����	

�� 配当割交付金 �	������			

��
株式等譲渡
所得割交付金

��������			

�� � � 	 


� 予 備 費 	

� � 
 � ��������������� � � 
 � ���������������

� � � � � � � � ��������������

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額

�
����	

 �
����������� � ����	 �����������

�
用品調達費
収 入

����
���	�� � 用品調達費 ����
�
��	�

�
自動車管理費
収 入

�
��

��	� � 自動車管理費 ��
�������


� 繰 入 金 ���������� �
! " # $

% & 	
�������
�


� 繰 越 金 ���	�	�	�� �
電 話 料 金
管 理 費

�������	�	

� 諸 収 入 �����	�

�
! " # $

%&	 �
�������
�


�
電 話 料 金
管理費収入

�������	�	

� � 
 � ����������� � � 
 � �����������

� � � � � � � � 
�

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額

� ' (  � ���
��������� �
) * � �

+ � $
���
���������

� 証 紙 収 入 ���	��
����		 �
一 般 会 計
繰 出 金

���	�������
�



島 根 県 報

島根県 市 町 村 振 興 資 金 特 別 会 計

島根県農林漁業改善資金特別会計

第�����号 平成��年��月��日(��)

� 繰 越 金 �����	�
�� � � � � ������	
	

� 返 還 金 ���
���	�

� � 
 � ����������
�� � � 
 � �����������
�

� � � � � � � � ���������	��

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額

�
�����

� � � �
��
���	�	���� �

� � �

� � � �
��������	����

� 諸 収 入 ����������	�� �
市町村振興
資金貸付金

��	���	

�




� 繰 越 金 ������	�����
 �
一 般 会 計
操 出 金

���
������




� � 
 � ��
���	�	���� � � 
 � ��������	����

� � � � � � � � ��
�����������

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額

�
 !"#��

� �
������
��	� �  !"#�� �
�������


� 国庫支出金 ����


 � 農業改良資金 �	�������	

� 繰 入 金 �����
���	 � $!"%�� ��������



� 繰 越 金 �
�������� � 林業改善資金 ��������		

� 諸 収 入 �����	���	 �
$!&!'(

� �
�����	����

� 県 債 ����

�


 �
林業就業促進
資 金

���
���




�
$!"%��

� �
�	�
������ �

)*+!"%

� �
����������

� 繰 入 金 �����		 �
沿岸漁業改善
資 金

���
�
�
�


� 繰 越 金 �	������	�

� 諸 収 入 ���������	

�
$!&!'(

� � � �
�������		�

� 国庫支出金 ���


�






島 根 県 報

島根県身体障害者更生援護特別会計

島根県母子寡婦福祉資金特別会計

第�����号 平成��年��月��日 (��)

� 繰 入 金 ��	���




	 繰 越 金 ��������	

� 諸 収 入 ��������		

�
������
� 	 
 �

�
���������

� 繰 入 金 ���	��
�


	 繰 越 金 ������	����

� 諸 収 入 ���������	

� � � � ��
�
������ � � � � ����
������

� � � � � � � � ������������

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額

�
�� !"

#$%&
�

'���
��'�� �

�� !"

#$%&(

'���
��'��

� 財 産 収 入 	�������
� �
身体障害者
更生援護費

������
���	

	 繰 入 金 ���������	�

� 繰 越 金 �
��	�	

� 諸 収 入 �����������

� � � � 
'���
��'�� � � � � 
'���
��'��

� � � � � � � � ��

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額

�
)*+,-.

� 	 
 �
����������� �

) * + ,

- . � 	
��'�����'��

� 繰 入 金 ���	��	�� �
母 子 寡 婦
福 祉 資 金

�����������

� 繰 越 金 ����	���	��

	 諸 収 入 ����������


� � � � ����������� � � � � ��'�����'��



島 根 県 報

島根県中小企業近代化資金特別会計

島根県立中海水中貯木場特別会計

島 根 県 臨 港 地 域 整 備 特 別 会 計

第�����号 平成��年��月��日(��)

� � � � � � � � �	
�			��
��

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額



������
�����


�


��	��	�� 

� � � �
�����

���
��

�����

� 国庫支出金 ����	���� � 総 務 費 
�������
�

� 繰 入 金 
��������� �
中小企業近代
化資金貸付金 
����������

� 繰 越 金 ����������	
� � 公 債 費 �����������
�

� 諸 収 入 ��
�������	�� �
一 般 会 計
繰 出 金 ����
��	��

	

� � � � 
�


��	��	�� � � � � ���
��

�����

� � � � � � � � 
��	
���
�����

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額



� �  �

!"#��
���������
 


� �  �

! " # $
�
�	%����


�
使用料及び
手 数 料

�
�����

� �
中 海 水 中
貯 木 場 費

���	������

� 繰 越 金 ���������

� � � � ���������
 � � � � �
�	%����


� � � � � � � � ��������

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額



& ' ( )

* � � �
����
������ 


& ' ( )

* � $
����
������

�
使用料及び
手 数 料

�
��������� � 管 理 費 �������
��

� 繰 入 金 ����	�
���� � 港湾建設費 ����	������

� 諸 収 入 ��������� � 公 債 費 ��
��
�����

� 県 債 ����������� �
+ & ( )

* � $

����	����



島 根 県 報

島 根 県 流 域 下 水 道 特 別 会 計

島 根 県 営 住 宅 特 別 会 計

第�����号 平成��年��月��日 (��)

� 財 産 収 入 �����	�
�
 � 漁港建設費 �����
�




� 借 入 金 �	������
�� � 公 債 費 �����



�
� � � �

� � � 	

��
������

� 借 入 金 ��������



� 	 � � �
��������� � � � � �
���������

� 	 � � � � � � ��

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額



������

�����	

� ���!�
��"# 


�����

�����$
#�!"
��"�� �!

�
分担金及び
負 担 金

������������
 �
流域下水道
管 理 費

���	��		
���	

� 国庫支出金 �����

�


 �
流域下水道
建 設 費

��������	��

	 繰 入 金 ��������	�� 	 公 債 費 ���	���������

� 繰 越 金 ��	����	����� � 借入金償還金 �����
�����

� 諸 収 入 �	������
	

� 県 債 ����


�




�
使用料及び
手 数 料

�
	���


� 	 � � 
� ���!�
��"# � � � � #�!"
��"�� �!

� 	 � � � � � � 
�##��"�
��  �

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額



% & ' (

� � � 	
���

�""
�� � 


% & ' (

� � $
�� "!� ����! 

�
使用料及び
手 数 料

��������
���� � 住宅管理費 ���
���
��		�

	 国庫支出金 ��
�
�����


 � 住宅建設費 �

������



� 財 産 収 入 ���	����� 	 公 債 費 ��	��������

� 繰 入 金 ������
����



島 根 県 報

島 根 県 公 債 管 理 特 別 会 計

平成��年度島根県歳入歳出決算審査意見

島根県監査委員

第� 審査の結果

� 決算計数の確認

平成��年度一般会計及び各特別会計歳入歳出決算書等は、関係諸帳簿及び証拠書類と符合しており、その計数は正

確であることを確認した。

� 決算の概要

平成��年度の決算の状況は次のとおりである。

一般会計の歳入決算額は�����億	��

万�����円で、歳出決算額は�����億�����万��
		円であり、歳入歳出の差引額

は��億��
��万��
��円であった。

さらに、これから翌年度へ繰り越すべき財源の�
億�����万��


円を差し引いた実質収支額は��億���万��
��円の

黒字であった。

特別会計は��の会計があるが、各会計を単純に合算した歳入決算額は����
億���		万�����円で、歳出決算額は

����
億��
��万�����円であり、歳入歳出の差引額は�
億�����万��
	�円となり、これから翌年度へ繰り越すべき財源

の��	

万円を差し引いた実質収支額は��億	�
��万��
	�円の黒字であった。

（単位：円）

第��
��号 平成�
年��月��日(�
)

� 繰 越 金 
	��
��
�	

� 諸 収 入 ���
��





 県 債 ����


�




� � � � ������		
���� � 
 � � ���	���������

� � � 
 � � � � 
����
�����

歳 入 歳 出

款 項 収 入 済 額 款 項 支 出 済 額

� � � � ������������	�� � � � � ������������	��

�
一 般 会 計
繰 入 金

�
����
������
� � 公 債 費 �
��	

������
�

� � � ���
���������

� 県 債 ����	��

�




� � � � ������������	�� � 
 � � ������������	��

� � � 
 � � � � ��

区 分 一 般 会 計 特 別 会 計

歳 入 決 算 額 �����	��

����� ����
���		�����

歳 出 決 算 額 ������������
		 ����
�
��������



島 根 県 報

� 財政の運営状況

平成��年度の財政運営の状況について、一般会計と特別会計（流域下水道特別会計など企業的経営を行うべき�つ

の特別会計を除く。）を合算し、各会計間の重複を調整した県全体の純計決算額である普通会計の決算状況は、次の

とおりである。

� 収支の状況

○ 歳入総額は、�����億�����万円余と前年度に対し�	�％の減、歳出総額は、���
�億���
�万円余で前年度に対し

�	�％の減となった。

○ 歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支は、���億�����万円余であり、翌年度繰越財源の���億�����万円

余を差し引いた実質収支は、��億�����万円余の黒字であった。

○ 実質収支から前年度実質収支額�
億
����万円余を差し引いた単年度収支は、�億�����万円余の黒字となっ

た。

○ 単年度収支に公債費を任意に繰上げ償還した��億
����万円を加えた実質単年度収支は、��億
����万円余の黒

字であり、前年度に対し��億
��

万円余増加した。

（単位：千円・％）

� 歳入の状況

○ 県税は���億�����万円余であり、前年度に比べ��億�����万円余（�	�％）の増となった。

第��
��号 平成�
年��月��日 (�
)

歳 入 歳 出 差 引 額 ����
�����
�� ��
��������
�

翌年度へ繰り越すべき財源 ������������� �
��������

実 質 収 支 額 ����������
�� ���

������
�

区 分
平成��年度

�

平成��年度
�

増 減 額
�＝�－�

増 減 率
���

歳 入 総 額
①

����������� �

�������� △ ���������� △ �	�

歳 出 総 額
②

��
�����
�� ��
�������
 △ �
�������� △ �	�

形 式 収 支
③＝①－②

���������
 ��������
� ���
���
� ��	�

翌 年 度 繰 越 財 源 額
④

���������� 
�����
�� ��������� ��	�

実 質 収 支
⑤＝③－④

��������� ��

����
 ������� ��	�

単 年 度 収 支
⑥＝⑤－���⑤

������� 
����� ������� ���	�

財 政 調 整 基 金 積 立 額
⑦


�
 
�� �� �	�

公 債 費 繰 上 償 還 額
⑧

���
����� ��������� ��������� ���	


財 政 調 整 基 金 取 崩 額
⑨


�
 
�� △ �� �	�

実 質 単 年 度 収 支
⑩＝⑥＋⑦＋⑧－⑨

���
����� ���

���
 ���
��


 ���	�



島 根 県 報

これは、減少した税目があったものの、一部業種の収益増に伴う法人�税の増や株価の好調による株式等譲渡

所得割合の増等に加え、税率引上げに伴う核燃料税の増や水と緑の森づくり税及び産業廃棄物減量税の導入等に

より、全体としては増加したものである。

○ 地方譲与税は��億�����万円余であり、前年度に比べ��億��	

万円余（����％）の増となった。

これは、国庫補助負担金の見直しに伴う代替措置として平成��年度に創設された所得譲与税��億
����万円余

の増などによるものである。

○ 地方特例交付金は�
億���万円余であり、前年度に対し��億�����万円余（��
��％）の増となった。

これは、国庫補助負担金の見直しに伴う代替措置として平成��年度に創設された税源移譲予定特例交付金�
億


��
�万円余の増などによるものである。

○ 地方交付税と臨時財政対策債の合計額は��
	
億��
	
万円余であり、前年度に対し
	億�����万円余（△���

％）の減となった。

これは、国の地方財政対策の結果によるものである。

○ 分担金及び負担金は��億���

万円余であり、前年度に比べ��億�����万円余（△����％）の減となった。

これは、公共事業費の縮減に伴う市町村負担金の減などによるものである。

○ 国庫支出金は	��億�����万円余であり、前年度に比べ���億�����万円（△����％）の減となった。

これは、公共事業費の縮減に伴う公共関連
�億	���
万円の減、義務教育費国庫負担金の一般財源化等に伴う


�億�����万円余の減などによるものである。

○ 繰入金は���億����
万円余であり前年度に比べ��億	��

万円余（
��
％）の増となった。

これは、土地開発基金の取崩額�
億���
�万円余の繰入れなどによるものである。

○ 地方債は�	�億����
万円であり、前年度に比べ���億�����万円余（△����％）の減となった。

これは、公共事業の縮減による一般単独事業債の発行額の���億
�


万円の減や臨時財政対策債の発行額の��

億����
万円の減などによるものである。

� 歳出の状況

ア 目的別歳出の状況

○ 総務費は�
�億��	��万円余で、前年度に比べ��億�����万円余（△
���％）の減となった。

これは、市町村合併に伴う対象市町村数の減による合併市町村支援交付金��億��


万円の減などによるも

のである。

○ 農林水産業費は���億���
�万円余で、前年度に比べ��億��
��万円（△�
��％）の減、土木費は�����億	����

万円余で、前年度に比べ�
億
����万円余（△���％）の減となった。

これは、いずれも公共事業費の縮減などによるものである。

○ 公債費は��
��億�����万円余で、前年度に比べ
	�万円余（△
�
％）の減となり、前年度並みの支出状況で

あった。

イ 性質別歳出の状況

○ 人件費は�����億���	�万円余であり、前年度に比べ

億
��

万円余（△���％）の減となった。

これは、給与カット率の引上げや諸手当の見直し等によるものである。

○ 義務的経費である扶助費は��億���
�万円余であり、前年度に比べ��億�	�万円（△���
％）の減となった。

これは、生活保護費�億���
�万円余の減などによるものである。

○ 投資的経費である普通建設事業費は�����億��
��万円余であり、前年度に比べ���億��	��万円（△�
��％）

の減となった。

これは、芸術文化センター整備事業費��億�����万円余の減や合併市町村支援交付金��億��


万円の減、国

庫補助公共事業費の補助公共事業費��億���

万円の減などによるものである。

○ 貸付金は���億�����万円余であり、前年度に比べ
�億��
万円余（△���％）の減となった。

これは、市町村合併等に伴う対象市町村数の減による市町村振興資金貸付金
�億
��	
万円の減などによる
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ものである。

� 財政分析指標等の状況

普通会計の決算の状況を主な財政分析指標等でみると次のとおりである。

○ 財政力指数（���～���平均）

本県は�������で前年度より������ポイント上昇し、全国では	�番目である。

○ 経常収支比率

本県は

��％で前年度より��	ポイント改善し、全国では�番目であるが、依然として財政構造が硬直化して

いる。

○ 公債費負担比率

本県は
���％で前年度より��
ポイント改善したが、全国では	�番目であり、財政硬直化の大きな原因となっ

ている。

○ 起債制限比率

本県は����％で前年度より���ポイント改善したが、全国では	�番目であり、警戒ラインとされる��％を超え

た状況が続いている。

○ 実質公債比率

本県は����％で全国では	
番目であり、地方債の発行に当たって国の許可が必要となる�
％に迫る厳しい状況

にある。

○ 地方債現在高

特定資金公共投資事業債（ＮＴＴ債）を除いた地方債現在高は、�兆���億�����万円余で前年度より�	億

�����万円余（���％）の増となり、歳出決算額の���倍の大きな額となっている。

県民一人当たりで試算すると、前年度より�万円余増加し�	�万円余（全国平均�
万円余）の負担となり、全

国で最も高い状況が続いている。

○ 積立基金現在高

財政調整基金が	�億���	�万円余、減債基金が���億
��
�万円余、その他の基金が���億
�
��万円余で合計���

億���		万円余となり、前年度より�	億�����万円余減少した。

財 政 分 析 指 標 等 の 状 況

注：順位は、良好な状況の順である。

経常収支比率は、臨時財政対策債、減税補てん債を含む。

［参考］

財政力指数 ： 基本的な財政需要額に対する基本的な収入の割合により、財政の自主性、自由度を測る指

標であり、指数が高いほど財政に自主性があるといえる。

経常収支比率 ： 地方税や地方交付税といった経常一般財源が、人件費や公債費などの経常経費にどの程度

第��
	�号 平成�
年��月��日 (
�)

指 標 島 根 県 全 国 平 均

単位 Ｈ�� 順位 Ｈ�� 順位 Ｈ�� Ｈ��

財 政 力 指 数 － ������� 	� ����
	� 	� ��	���
 ��	����

経 常 収 支 比 率 ％ 

�� 
 ���� �� ���
 ���	

公 債 費 負 担 比 率 ％ 
��� 	� 
��
 	� ���
 ���


起 債 制 限 比 率 ％ ���� 	� ���� 	� ���� ����

実 質 公 債 費 比 率 ％ ���� 	
 ― ― �	�� ―

県民�人当たり地方債現在高 千円 ��	�� 	� ��
�
 	� �
� ���

積 立 基 金 現 在 高 百万円 ������ �� �����	 �� 
����� 
�����
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充当されているかをみるもので、財政構造の弾力性を判断する指標である。この率が低いほ

ど財政構造に弾力性があるといえる。

公債費負担比率： 地方税や地方交付税などの一般財源がどの程度公債費に充当されているかをみることに

よって、公債費にかかる財政負担の大きさを判断する指標であり、率が低いほど財政負担が

小さいと言える。

起債制限比率 ： 地方債元利償還金に充当された一般財源のうち、地方交付税で措置されるものを除いたも

のの標準財政規模（元利償還金のうち交付税措置額を除く。）に対する割合で、交付税措置

を加味した公債費による財政負担の実質的な度合いを判断する指標である。この値が��％を

超えると、一般単独事業債などの起債が制限されることとなる。

実質公債費比率： 自治体収入に対する実質的な借金返済額の比率を示す。従来の起債制限比率には反映され

なかった公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出し金やＰＦＩ・一部事務組合等の公

債費類似経費を算入するなど、自治体の財政実態をより正確に把握できる。

平成��年度からの地方債協議制度移行にあわせ、市場の信頼や公平性の確保、透明化、明

確化等の観点から導入された元利償還費の水準を図る新たな指標である。

実質公債費比率が��％以上になると地方債の発行に当たって総務大臣の許可を得る必要が

あり、また、公債費負担適正化計画の策定が義務づけられ、早期是正措置を講ずる必要があ

る。なお、実質公債費比率が��％以上になると実質的に県債発行が制限される。

第� 審査意見

� 財政運営について

平成��年度決算審査を行った結果、歳入総額は�	
��億円余で前年度に対し��
％減少し、歳出総額は�	�
�億円余で

前年度に対し���％減少しており、歳入・歳出規模は、平成��年度以降�年連続で減少している。

財政分析指標等の状況によると、経常収支比率は、人件費、公債費等の経常的支出が減少したことなどにより、


���％から���
％に改善したものの、警戒ラインとされる��％を上回っている。

また、県債残高は�兆円を超え、公債費は�千億円を上回る状況が続いており、起債制限比率も����％から�
�
％

に改善したものの、警戒ラインとされる��％を上回るなど、県財政は依然として硬直化した極めて厳しい状態が続い

ている。

平成�
年度の地方財政計画における地方交付税の大幅な削減等による構造的収支不足額���億円については、平成

�
年��月に策定された「中期財政改革基本方針」に基づいて、平成��年度と平成��年度の当初予算を合わせて���億

円程度が圧縮されるなど、財政改革努力の結果、平成��年度当初予算における収支不足額は、���億円までに圧縮さ

れたところである。

しかしながら、「骨太の方針���
」等を踏まえ、平成��年�月に示された「中期財政見通し」によれば、今後の収

支不足額は､���億円台半ばで推移すると見込まれ、この状態のままでは早ければ平成��年度には基金が枯渇する恐れ

があり、また平成�
年度以降の地方財政対策は不透明であることから、その動向によっては、さらに厳しい財政運営

を強いられる可能性がある。

また、少子化による人口減少社会の到来が現実のものとなり、長期的には高齢化の進展に伴う医療・福祉関係等の

行政需要がますます増大する一方で、必要な歳入の確保について、一層、困難となることが予想されるところであ

る。

ついては、今後も引き続き、成果重視の視点から施策の「選択と集中」の徹底、民間等との役割分担や協働の促進

などにより徹底した歳出の削減を図るとともに、県税等の収入未済額の縮減や受益者負担の適正化等により適切に歳

入を確保するなど、収支均衡体質への転換に向けた取組みを着実に推進されたい。

また、国は地方交付税の算定について人口規模や土地の利用形態等による行政コスト差を反映するなどの新型交付

税の導入の方針を示したが、本県は財政基盤が脆弱であり、必要な財源を地方交付税に大きく依存していることか

ら、地方交付税について必要な総額の確保や、財政力格差を是正するための財源調整機能はもとより、標準的な行政
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サービス水準の確保を図るための財源保障機能の堅持などについて、地方六団体等と連携を図り引き続き国に対し強

力に働きかけられたい。

� 財務に関する事務について

平成��年度における会計及び財産管理等の事務については、全体としておおむね適正に処理されていると認められ

たが、次の点について特に留意し、適正な措置を講じられたい。

� 収入未済額の縮減について

平成��年度の収入未済額は、現年度分��億�����万円余、過年度分��億����	万円余、総額
�億�����万円余で、前

年度に比べ�億���	�万円余（	�
�％）増加している。

厳しい財政状況の中、収入の確保は喫緊の課題であり、滞納理由等を調査のうえ、債権管理マニュアル等によ

り、実態に応じた適切な収納対策を講じて収入未済額の縮減に努められたい。

また、納期内に納付されなかったものについては、納期限経過後の初期段階で督促等の適切な対応を行い、新た

な収入未済の防止に努められたい。

なお、収入未済の主なものについては、次のとおりである。

① 県税

県税については、加算金を含め総額で��億�����万円余の収入未済額があるが、平成��年度に総務部税務課内

に「徴収・市町村税支援室」が設置され徴収対策の強化とともに市町村と連携した徴収対策などにより、前年度

に比べ�億
����万円余減少し、徴収率も前年度に比べ�
�ポイント上昇している。

特に収入未済額の�割以上を占める個人県民税、法人事業税及び自動車税の収入未済額は合わせて�億	�
��

万円余で、前年度に対し��
�％減少している。

今後とも、滞納状況等の把握に努め、その実態に応じた徴収対策や差押・公売等により収入未済額の縮減に努

められたい。

（単位：千円・％）

注：� 調定額、収入済額、不能欠損額及び収入未済額には加算金を含む。

� 増減額及び増減率は、��年度の対��年度比である。

② 中小企業近代化資金貸付金

中小企業近代化資金貸付金元利収入については、��億
����万円余の収入未済額があり前年度に対し���
	％増

加している。

なお、この中には特定小売業店舗共同化資金貸付金に係る大型商業施設の民事再生申立等に伴う新規延滞分が
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区 分 ��年度 ��年度 ��年度 増減（△）額 増減率

調 定 額 ���������� ���
������ ���
	����� �������	� 




収 入 済 額 ���������� ���������� �����	�	�� ��������	 

�

個 人 県 民 税 ������	�� ��
������ �������
� ��
���	 �
�

法 人 事 業 税 �	�������� �	�
���	�� ���
�
���� ����
���� �	
�

自 動 車 税 ��
	����� ������	�� ��
�	��	� �	����� �
�

そ の 他 ���������
 ���������� �	�������� △ 		����� △ �
�

不 納 欠 損 額 �
��	�� �
����� ����	�� 
���
	 ��
�

収 入 未 済 額 �������	
 ����	��	� ��������� △ �
����� △ ��



個 人 県 民 税 �	����
 ��
���
 	������ △ 
����� △ �
�

法 人 事 業 税 �����	� ������� ������� △ ������ △ 
�
�

自 動 車 税 

	��
� 
	��	�� 

����� △ ����� △ �
�

そ の 他 ����	
	 �
����
 �����	� △ ����	� △ ��
�

徴 収 率 ��
� ��
� ��
� － －
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��億�����万円余が含まれており、当該貸付金以外の収入未済額は、�億���	万円余で、前年度に比べ��	��万円

余（△��
��）減少している。

今後とも、貸付先の経営状況等の把握に努めるなど債権管理に万全を期し、適切に債権の回収を図られたい。

また、新たな貸付に当たっては、適切に審査を行うとともに事後指導を徹底し、延滞の未然防止に努められた

い。

（単位：千円・％）

注：� ��年度の不納欠損額は、株式会社産業再生機構に対する債権の売却に伴う損失分である。

� ��年度の不納欠損額を除いた場合の徴収率は、�


％である。

� �	年度の民事再生申立等に伴う延滞分を除いた場合の徴収率は、��
	％である。

� 増減額及び増減率は、�	年度の対��年度比である。

③ 母子・寡婦福祉資金貸付金

母子・寡婦福祉資金貸付金元利収入については、�億��	��万円余の収入未済額があり、前年度に対し�
�％増

加しており、徴収率も年々低下している。

特に現年度分の収入未済額が増加していることから、その原因を十分調査のうえ問題点を明らかにし、一層効

率的、効果的な対策を講じられたい。

（単位：千円・％）

注：増減額及び増減率は、�	年度の対��年度比である。

� 会計事務の適正な執行について

定期監査において、謝金単価の根拠や物品購入に係る機種選定理由が不明確なもの、随意契約とする理由が適当

でないもの、契約書の記載内容が適当でないもの、履行検査に当たって検査員が指定されていないものなど、基本

的な会計事務について不適切な執行が見受けられた。

これは、会計関係諸規定の理解不足やチェック機能の低下に起因しているものと考えられることから、担当職員

はもとより管理監督者においても、一層厳正な会計事務の執行に務められたい。
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区 分 ��年度 ��年度 �	年度 増減（△）額 増減率

貸 付 金

元利収入

件 数 
�
 ��� ��� △ 	 △ �
�

調 定 額 ����
���� �������

 ����	��	� ��������� ��



収 入 済 額 
�������� 
���
���� ��	�����	 ������
	
 ��
�

不 納 欠 損 額 � ����
	� � △ ����
	� 皆減

収 入 未 済 額 ������� ��
�
�� �������
� ��������� 
��
�

現 年 度 分 
������ ����� ��������	 ��������	 	�����
	

過 年 度 分 
�
�
�
 ������� �����	� △ ���	�	 △ ��
�

徴 収 率 �

	 �

� ��
� － －

区 分 ��年度 ��年度 �	年度 増減（△）額 増減率

貸 付 金

元利収入

件 数 ������ ������ ������ ��� �
�

調 定 額 �����	� ��	���� ������	 △ ����	 △ �
�

収 入 済 額 
���
�� 
������ ������� △ ����� △ 

	

不 納 欠 損 額 ���	� ��� ����� ��� 	�
�

収 入 未 済 額 ������� ����

� ��	���� ��	�� �
�

現 年 度 分 ���	�� ���	�� 
����� ����� �
�

過 年 度 分 ������� ������	 ������� �� �
�

徴 収 率 ��
� ��
� ��
� － －



島 根 県 報

� 適正な資金管理について

国の地方財政対策による地方交付税の減収などにより、今後とも大幅な資金不足が見込まれている状況にあり、

精度の高い資金計画等による適切な資金管理がますます重要となっている。

平成��年度の資金収支については、�月、�月、�月、��月のうちの一定期間が黒字となるのみで、その他の期

間については、不足額を基金の繰替運用により補填されている状況である。

しかしながら、資金収支の現状に対する職員の認識が不足しており、収入調定の遅延、納入通知書の発行の遅

延、納期内収入に対する取組みの不徹底、国庫補助金等の概算払請求の遅延など、収入の早期確保へ向けた取組み

が不十分である。

ついては、収入業務に携わる職員に対し資金収支の現状について周知徹底し、収入の早期確保を図るとともに、

一層適切な資金管理に努められたい。

また、平成��年�月にペイオフが解禁されたことから、金融機関の経営状況の分析等による安全確実な運用先や

運用商品の選定など、一層のリスク管理に努めるとともに、ゼロ金利政策の解除に伴い金利が変動している中、金

利動向を踏まえて適切な資金運用に努められたい。

� 普通財産の有効活用について

平成��年度の行政監査において、普通財産の有効活用を図るため、売却譲与、等の処分等について、集中的に取

り組むよう要請したところである。

平成��年度においては、次表のとおり、普通財産��	�
千㎡のうち���千㎡について売却・譲与等の処分がされて

いるが、依然として多くのものが残っている。

普通財産の中には、公有財産台帳附属図面や境界確認協議書がないものなど、適切な管理がされていない事例が

多数あり、財産の有効活用の妨げとなっている。

ついては、平成��年度に管財課に県有財産活用推進スタッフが配置されたことから、管財課と財産部局との一層

の連携を図り、各口座ごとに現状と課題を整理して、普通財産のうち、県において利用する見込みのない財産の処

分等について積極的に取り組まれたい。

普 通 財 産 の 処 分 等 の 状 況

（単位：千㎡）

注：� この表に掲げる普通財産には、職員宿舎を含まない。

� 年度当初面積は、新たな行政財産の用途廃止等による増加分を含む。

� 年度中処分面積は、県の組織の中で所管換・所属替されたものを除く。

� 分類替は普通財産から行政財産へ分類替されたものである。
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 �� �� ��

年 度 中 処 分 面 積 ��� 
		 ��� 
� �� ��

内

訳

売 払 �� �� 	� � � �

交 換 �� � � � � �

譲 与 �� 	� ��
 		 � 	

分 類 替 	 	�
 � � � �

解 体 撤 去 － － － � �� 




島 根 県 報

� �

公立大学法人島根県立大学短期大学部の施設・設備総合管理業務の事業予定者を決定するため、次のとおり提案競技を

実施する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 提案競技に付する事項

� 名称

公立大学法人島根県立大学短期大学部の施設・設備総合管理業務（以下「総合管理業務」という。）

� 仕様

「公立大学法人島根県立大学短期大学部の施設・設備総合管理業務に係る提案競技仕様書」（以下「仕様書」とい

う。）による。

� 提案価格の上限額（年額）

����	��


円（消費税及び地方消費税を含む。）

� 提案競技参加資格に関する事項

この提案競技に参加しようとする者は、次の�から�までのいずれにも該当すること。

� 島根県内に主たる事務所を置く又は置こうとする法人その他の団体（以下「法人等」という。）であること。

� 地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第���条の�第�項の規定に該当しない法人等であること。

� 地方自治法施行令第���条の�第�項各号のいずれかに該当すると認められる事実がない法人等であること。

� 会社更生法（平成�
年法律第�	
号）、民事再生法（平成��年法律第��	号）等の規定に基づき更生又は再生手続き

をしていない法人等であること。

� 島根県が行う建設工事等の請負又は物品の製造の請負、売買等の指名競争入札について指名留保又は指名停止措置

を受けていない法人等であること。

� 法人税、法人県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納していない法人等であること。

� ＩＳＯ�


�に準拠した環境マネジメントを行うことができる者であること。

� 過去�年間に島根県内での契約実績又は島根県外の大学での契約の実績があること｡

� 提案競技説明に関する事項

� 提案競技実施要領等の配付期間及び配付場所

ア 配付期間

平成��年�月��日（火）から平成��年�月�日（月）

閉庁日を除く毎日 午前�時から午後�時まで（正午から午後�時までの時間は除く。）

イ 配付場所

島根県総務部総務課大学改革スタッフ（島根県松江市殿町�番地 島根県庁内）

電話番号 
�	�－��－	
�
 ＦＡＸ番号 
�	�－��－����

島根県立島根女子短期大学事務局（島根県松江市浜乃木�丁目�
－�）

電話番号 
�	�－�
－
��
 ＦＡＸ番号 
�	�－��－��	


島根県立看護短期大学事務局（島根県出雲市西林木町�	�番地）

電話番号 
�	�－�
－
�

 ＦＡＸ番号 
�	�－�
－
�
�

� 現地説明会

平成��年�月�日（火）

松江キャンパス（島根女子短期大学） �：

～��：



出雲キャンパス（看護短期大学） ��：

～�	：



第���
�号 平成��年��月��日(��)



島 根 県 報

� 提案競技に係る質問書について

� 質問は、期限までに文書により提出すること。（ファックス又は電子メールによる質問書の送信も可とする。）

� 提出先��と同じとする。

� 提出期限は、平成��年�月��日（月）午後�時までとする。

� 質問に対する回答は、平成��年�月��日（水）に県のホームページに掲載する。

（	

��

����������	��������
���
���
�������
�������
������	
� ）

� 提案競技参加資格確認手続きに関する事項

� 提出書類の種類

提案競技に参加しようとする者は、次に定める書類を提出すること。ただし、必要がある場合は、補足資料の提出

を求めることがある。

なお、提出された書類の審査の結果、!の参加資格を有すると認められた者に限り、提案競技に参加できるものと

する。

ア 提案競技参加資格申請書

イ 会社概要又は経歴書

ウ 登記事項証明書又は身分証明書

エ 島根県税の滞納がないこと又は納税義務がないことの証明書

オ 消費税及び地方消費税の滞納がないこと又は納税義務がないことの納税証明書

カ 国際標準化機構が定めた規格ＩＳＯ��""�の認証取得登録証の写し

キ 過去�年間の契約実績

ク 担当者届

� 書類の提出方法等

ア 提出方法

郵送又は持参による。

イ 提出部数

各�部

ウ 提出期限

平成��年�月��日（月）午後�時までに提出すること。また、郵送の場合は書留とし、期限日の午後�時までに

必着のこと。

エ 提出先

��と同じ｡

# 提案競技参加資格審査結果の通知

申請者に対し、平成��年�月$�日（水）付けで、郵送にて通知する。

% 提案書

提案競技参加資格確認審査において参加資格が認められた者は、以下により提案書を提出すること。

� 提案書の内容

総合管理業務について提案すること。ただし、必要がある場合は補足資料の提出を求めることがある。

� 要求する仕様

別添「仕様書」を参照すること。

� 提出書類の形式

形式は任意とする。ただし、用紙はすべて&�版とし、ページを付すものとする。

� 提案書の内容

提案書の内容は、仕様書で要求する要件を満たすものとし、「提案書の記載内容確認表」に、仕様書に対応する内

容の記載場所、ページを付すること。

第�'(��号 平成�(年��月�)日 ($*)



島 根 県 報

� 書類の提出方法等

ア 提出方法

郵送又は持参による。

イ 提出部数

提案書は��部提出すること。ただし、見積書（提案価格）については、�部提出とする。

ウ 提出期限

平成��年�月�日（月）午後�時までに提出すること。また、郵送の場合は書留とし、期限日の午後�時までに

必着のこと。

エ 提出先

��と同じ。

� 選定方法

� 評価手順

ア 別に設置する「公立大学法人島根県立大学短期大学部の施設・設備総合管理業務に係る提案競技審査会」（以下

「審査会」という。）において、適正な評価・選定を行う。

イ 提出書類により参加資格等を審査した後、提案書について審査会事務局（総務部総務課大学改革スタッフ、各

キャンパス職員）によるヒアリング及びプレゼンテーションの依頼を行う。

ウ ヒアリング及びプレゼンテーションは、次の日程で行う。なお、実施日時等は、提案書提出者に別途連絡する。

実施日 平成��年�月�	日（火）

場 所 島根県松江市殿町�番地 島根県庁

� 提案書の評価方法

ア 提案内容が、仕様書の要求要件をすべて満たしているか否かを判定し、これを満たしている提案を評価の対象と

する。

イ 提案内容については、別途定める「評価基準」に基づき、各評価項目の得点を加算する方法により算出する。

ウ 評価視点（評価項目）は次のとおりとする。

① 総合的に安全かつ確実に保全管理できる管理体制であること。

・両キャンパスを総合的にマネジメントできる体制

・施設設備管理員の配置体制と能力（資格、経験、体力等）、バックアップ体制

・不測の事態にも迅速かつ的確な対応がとれる体制

・各種情報等漏洩防止策を厳重に講じた管理・指導体制

・女子学生や女性来校者の多い施設へ配慮した施設管理体制

・社員教育の周期やスキルアップ研修方法など施設設備管理員及び各種業務従事者に対する人事管理体制・教育

体制

② トータルビルマネジメントが可能であること｡

・ランニングコスト比較分析、コストパフォーマンスの追求、あらゆる面においての合理化改善案の策定、提

示、実践能力

③ 経費の面で適切なコストであること｡

� 選定結果の通知

選定の結果については、次に掲げる事項を全提案者に対して郵送で通知する。

ア 採否の旨

イ 採択した提案書を提出した者の氏名（名称）

ウ 採否の理由

エ 審査会委員構成

� 審査経過については公表しない。また、選定の結果に対しての異議申立ては受け付けない。

第�
���号 平成��年��月�
日(	�)



島 根 県 報

� 提案の無効に関する事項

次のいずれかに該当するときは、その者の提案は無効とする。

� 参加する資格のない者が提案したとき。

� 所定の日時及び場所に書類を提出しないとき。

� 事実に反する申請や提案に関する不法行為があったとき。

� 提案者が当該提案競技に対して�以上の提案をしたとき。

� 提案者が他人の提案の代理をしたとき。

� その他あらかじめ指示した事項に違反したとき、又は提案者に求められる義務を履行しなかったとき。

�� 契約

� 契約の相手方

審査会が選定した者（以下「契約予定者」という。）と地方自治体の物品等又は特定役務の特例を定める政令（平

成�年政令第���号）第��条第	項第	号の規定に基づき、随意契約を行う。

� 契約金額

契約予定者から見積書を徴収し、予定価格の範囲内において決定する。

� 前金払

前金払は行わない。

� 契約保証金

島根県会計規則（昭和�
年島根県規則第��号）第�
条第	項の規定により契約金額の���分の��以上を納付する。

ただし、島根県会計規則第�
条の�各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

� その他の契約条項

契約予定者と協議の上定める。

�� その他の留意事項

� 提出期限後の問合せ、書類の追加・修正には原則として応じない。

� 提案競技及び契約の手続きにおける使用言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。

� 提出書類の著作権は、提案者に帰属する。

� 提出書類は、他の提案者に対して非公開とする。

� 提出書類は、返却しない。

� 提出書類の作成及び提出に要する費用並びにヒアリング・プレゼンテーションに要する費用は、提案者の負担とす

る。

� その他詳細は、提案競技実施要領による。

�� 提案競技に関する問合せ先（書類提出先）

〒�
�－�
�� 島根県松江市殿町	番地

島根県総務部総務課大学改革スタッフ

担当 金築（カネツキ）

電話（直通）��
�－��－
���

ファックス ��
�－��－����

電子メール ����������������������� �!����"#�$�

特定非営利活動促進法（平成��年法律第�号）第��条第	項の規定に基づき特定非営利活動法人の設立の認証申請が

あったので、同条第�項の規定により、次のとおり縦覧に供する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�%���号 平成��年��月��日 (�
)



島 根 県 報

� 申請のあった年月日

平成��年��月��日

� 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 晴雲の里

� 代表者の氏名

三嶋 淳男

� 主たる事務所の所在地

島根県飯石郡飯南町頓原	
�番地�

� 定款に記載された目的

この法人は、障害者に対して、仲間とともに作業及び生活訓練を行い、社会復帰、社会参加の実現に関する事業を行

い、福祉の増進に寄与することを目的とする。

� 縦覧に供する書類

定款、役員名簿、設立趣旨書、設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書並びに設立当初の事業年度及び翌事

業年度の収支予算書


 縦覧期間

申請書を受理した日から�月間

� 縦覧場所

県政情報センター（県庁南庁舎�階）

雲南地区県政情報コーナー（雲南合同庁舎�階）

特定非営利活動促進法（平成��年法律第
号）第��条第�項の規定に基づき特定非営利活動法人の設立の認証申請が

あったので、同条第�項の規定により、次のとおり縦覧に供する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 申請のあった年月日

平成��年��月��日

� 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 さざんか

� 代表者の氏名

釜谷 好孝

� 主たる事務所の所在地

島根県大田市仁摩町天河内���番地

� 定款に記載された目的

この法人は、障害者自立支援事業を主とし、障害のある方が地域で安心して暮らせるよう、自立した日常生活、社会

生活活動が営めるための支援を行い、障害者福祉を推進することを目的とする。

� 縦覧に供する書類

定款、役員名簿、設立趣旨書、設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書並びに設立当初の事業年度及び翌事

業年度の収支予算書


 縦覧期間

申請書を受理した日から�月間

� 縦覧場所

県政情報センター（県庁南庁舎�階）

第�����号 平成��年��月��日(��)



島 根 県 報

県央地区県政情報コーナー（あすてらす�階）

� � � � � � �

島根県立高等学校通学区域規程の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県教育委員会委員長 七五三 勝 巳

�	
���������
�

島根県立高等学校通学区域規程の一部を改正する規則

島根県立高等学校通学区域規程（昭和��年島根県教育委員会規則第�号）の一部を次のように改正する。

� �

� この規則は、平成��年�月�日から施行する。

� この規則による改正後の島根県立高等学校通学区域規程は、平成��年	月�日以降島根県立高等学校に入学しようと

する者に適用する。

県立学校の組織編制に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県教育委員会委員長 七五三 勝 巳

�	
�����������

県立学校の組織編制に関する規則の一部を改正する規則

県立学校の組織編制に関する規則（昭和

年島根県教育委員会規則第	号）の一部を次のように改正する。

別表第�を次のように改める。

第�����号 平成��年��月��日 (��)

別表第�中

「

」

を

県立大田高等学校

県立川本高等学校

県立邑智高等学校

県立矢上高等学校

県立江津高等学校

県立浜田高等学校

県立益田高等学校

県立吉賀高等学校

県立津和野高等学校

出雲市（多伎町に限る。）

大田市 江津市 浜田市

益田市 邑智郡 鹿足郡

「

」

に改める。

県立大田高等学校

県立矢上高等学校

県立江津高等学校

県立浜田高等学校

県立益田高等学校

県立吉賀高等学校

県立津和野高等学校

出雲市（多伎町に限る。）

大田市 江津市 浜田市

益田市 邑智郡 鹿足郡

県立島根中央高等学校 全県



島 根 県 報

����（第�条関係）

第�����号 平成��年��月��日(��)

学校名（分校名）

全日制の課程 定時制の課程

学 科
第�

学年
第�

学年
第	

学年
学 科

第�

学年
第�

学年
第	

学年
第


学年

島根県立安来高等学校 普通科 ��� ��� ���

島根県立情報科学高等学校

情報システム科 �� �� ��

情報処理科 �� �� ��

マルチメディア科 �� �� ��

島根県立松江北高等学校
普通科 ��� ��� ���

理数科 �� �� ��

島根県立松江南高等学校

（宍道分校）

普通科 ��� ��� ���

理数科 �� �� ��

家政科 �� �� �� ��

島根県立松江東高等学校 普通科 ��� ��� ���

島根県立松江工業高等学校

機械科 �� �� �� 普通科 �� �� �� ��

電気科 �� �� �� 機械科 �� �� �� ��

電子科 �� �� �� 電気科 �� �� �� ��

建築科 �� �� �� 建築科 �� �� �� ��

土木科 �� �� ��

情報技術科 �� �� ��

電子機械科 �� �� ��

島根県立松江商業高等学校

商業科 ��� ��� ���

情報処理科 �� �� ��

国際ビジネス科 �� �� ��

島根県立松江農林高等学校

生物生産科 �� �� ��

環境土木科 �� �� ��

総合学科 �� �� ��

島根県立大東高等学校 普通科 ��� ��� ���

島根県立横田高等学校 普通科 ��� ��� ���

島根県立三刀屋高等学校

（掛合分校）

総合学科 ��� ��� ���

普通科 �� �� ��

島根県立飯南高等学校 普通科 �� �� ��

島根県立平田高等学校 普通科 ��� ��� ���

島根県立出雲高等学校
普通科 ��� ��� ��� 普通科 �� �� �� ��

理数科 �� �� ��

島根県立出雲工業高等学校

機械科 �� �� ��

電気科 �� �� ��

電子機械科 �� �� ��

建築科 �� �� ��

環境システム科 �� �� ��

島根県立出雲商業高等学校
商業科 ��� ��� ��

国際経済科 ��



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日 (��)

情報処理科 �� �� ��

島根県立出雲農林高等学校

植物科学科 �� �� ��

食品科学科 �� �� ��

動物科学科 �� �� ��

環境科学科 �� �� ��

島根県立大社高等学校

（佐田分校）

普通科 ��� ��� ���

体育科 �� �� ��

普通科 �� �� ��

島根県立大田高等学校
普通科 ��� ��� ���

理数科 �� �� ��

島根県立邇摩高等学校 総合学科 ��� ��� ���

島根県立川本高等学校 普通科 �� ��

島根県立邑智高等学校 普通科 �� ��

島根県立島根中央高等学校 普通科 ���

島根県立矢上高等学校
普通科 �� �� ��

産業技術科 �� �� ��

島根県立江津高等学校
普通科 �� �� ���

英語科 �� �� ��

島根県立江津工業高等学校

機械科 �� �� ��

総合電気科 �� �� ��

建築科 �� �� ��

島根県立浜田高等学校

（今市分校）

普通科 ��� ��� ��� 普通科 �� �� �� ��

理数科 �� �� ��

普通科 �� �� ��

島根県立浜田商業高等学校

商業科 �� �� ��

国際情報ビジネス科 �� �� ��

情報処理科 �� �� ��

島根県立浜田水産高等学校

海洋技術科 �� �� ��

食品流通科 �� �� ��

（専攻科）

漁業科

機関科
�� ��

島根県立益田高等学校
普通科 ��� ��� ���

理数科 �� �� ��

島根県立益田工業高等学校
電子機械科 ��

電気科 ��

島根県立益田産業高等学校

生物生産工学科 ��

環境土木科 ��

総合学科 ��

島根県立益田翔陽高等学校

電子機械科 �� ��

電気科 �� ��

生物生産工学科 �� ��



島 根 県 報

別表第�を次のように改める。

����（第�条関係）

� �

この規則は、平成��年�月�日から施行する。

第�����号 平成��年�	月	
日(��)

環境土木科 �� ��

総合学科 �� ��

島根県立吉賀高等学校 普通科 �� �� ��

島根県立津和野高等学校 普通科 �� �	� �	�

島根県立隠岐高等学校
普通科 �� �� ��

商業科 �� �� ��

島根県立隠岐島前高等学校 普通科 �� �� ��

島根県立隠岐水産高等学校

海洋システム科 �� �� ��

海洋生産科 �� �� ��

（専攻科）

漁業科

機関科
�� ��

学 校 名
小学部及
び中学部

高 等 部

学科 学級区分 第�学年 第�学年 第�学年

島根県立松江養護学校
小学部

普通科
単一障害学級 �� �� 	�

中学部 重複障害学級 �
 � �	

島根県立出雲養護学校
小学部

普通科

単一障害学級 �� 	� �


重複障害学級 	� �	 �	

中学部 訪問学級 �

島根県立石見養護学校
小学部

普通科

単一障害学級 � � �


重複障害学級 � � �

中学部 訪問学級 �

島根県立浜田養護学校
小学部

普通科
単一障害学級 �
 �
 �


中学部 重複障害学級 
 
 �

島根県立益田養護学校
小学部

普通科

単一障害学級 �
 � �


重複障害学級 � � �

中学部 訪問学級 �

島根県立隠岐養護学校
小学部

普通科
単一障害学級 � � �

中学部 重複障害学級 � � �

島根県立松江清心養護学校
小学部

普通科

単一障害学級 � � �

重複障害学級 � 
 �

中学部 訪問学級 �

島根県立江津清和養護学校
小学部

普通科
単一障害学級 � � �

中学部 重複障害学級 � 
 �

島根県立松江緑が丘養護学校
小学部

普通科

単一障害学級 �
 � �

重複障害学級 
 
 �

中学部 訪問学級 �
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� � � � � � �

�	
���������


平成��年島根県地方労働委員会告示第�号をもって公表したあっせん員候補者中､ 次の者を解嘱したので削除する｡

平成��年��月��日

島根県労働委員会会長 近 藤 正 三

�	
���������


労働関係調整法（昭和��年法律第��号）第��条の規定により次のとおりあっせん員候補者を委嘱し、平成��年島根県労

働委員会告示第�号をもって公表したあっせん員候補者に追加する｡

平成��年��月��日

島根県労働委員会会長 近 藤 正 三

第���	�号 平成��年��月��日 (	�)

氏 名 委 嘱 年 解嘱年月日 解 嘱 事 由

宮崎 伸介 平成��年 平成��年��月�	日 平成��年��月�	日付労働委員会委員辞任のため

氏 名 現 職 経 歴 委嘱年

佐藤 伸廣
日本労働組合総連合会島根県連合会副会長

�ゼンセン同盟島根県支部長


�ゼンセン同盟京都府支部長
京都府労委委員

平成��年
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平成��年��月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
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